
（平成２３年５月１８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 14 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 9 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 15 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 13 件

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



北海道国民年金 事案 2001 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年１月から同年３月まで 

私は、昭和 48 年４月頃、国民年金に加入し国民年金保険料を納付してき

た。私の申立期間の国民年金保険料は、私の妻がＡ銀行Ｂ支店で国民健康保

険料と併せて納付してくれていたはずである。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金被保険者台帳管理簿により昭和

48年 11月頃に払い出されたものと推認でき、申立人は、同年４月以降、申立

期間を除く国民年金被保険者期間の国民年金保険料を全て納付していること

から、保険料の納付意識が高かったものと認められる。 

また、申立人は、申立人の妻が夫婦の国民年金保険料を併せて納付していた

としているところ、申立期間について、申立人の妻の保険料が現年度納付され

ていることがオンライン記録及びＣ市の被保険者名簿により確認でき、申立期

間以外についても夫婦二人分の保険料は同一日又は翌月には納付されている

ことが両者の被保険者名簿により確認できることから、申立人の妻が申立人の

申立期間の保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 2002 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和52年１月から同年３月までの期間及び53年１月から同年３月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められること

から、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生  

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 53年１月から同年３月まで 

私は、申立期間当時、Ａ職をしており、勤め先に来た集金人に国民年金保

険料を納付していた。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を除く 20 歳から国民年金の第３号被保険者となるまで

の期間（14 年４か月）の国民年金保険料を全て納付していることから、申立

人の保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

   また、申立人は、申立期間当時の国民年金保険料の納付状況についての記憶

が曖昧であるが、申立期間前後の期間は保険料を納付済みである上、申立人の

申立期間当時の生活状況について、住所及び職業等に変わりはないなど、大き

な変化はみられないことから、申立人が申立期間の保険料を納付しなかったも

のとは考え難い。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 2003 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人は、申立期間のうち、平成 12 年 12月から 13年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： ① 平成 10年４月から同年６月まで 

            ② 平成 12年 12月から 13年３月まで 

    私は、平成 10 年４月１日付けで厚生年金保険被保険者資格を喪失した際

に、Ａ市役所で国民年金への切替手続を行い、申立期間①の国民年金保険料

を納付したと記憶している。 

    申立期間②については、平成 12 年８月に退職し、13 年 12 月にＢ国へ渡

航するまでの期間の国民年金保険料をＣ市Ｄ区役所で納付していた。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、申立人は、平成 13年 12月３日付けでＢ国へ渡航して

いることが住民票で確認できるところ、申立人に係る国民年金被保険者資格取

得届（申出）書及び被保険者別検認報告一覧表等により、海外居住期間中の国

民年金保険料の納付については、Ｅ事務局を代理人とし、Ｆ国民年金協会を通

じて行っていたことが確認できる。 

   また、Ｂ国への出国に当たり、申立人が国民年金に任意加入した平成 13 年

12 月４日の時点において、申立期間②の国民年金保険料については過年度納

付が可能であるところ、当時、在外邦人に対する保険料納付の案内については、

被保険者名義で日本国内のあらかじめ登録した協力者の住所へ送付すること

とされており、過年度用納付書が発行されていれば、申立人は、協力者等を通

じて当該過年度保険料を納付することは可能であったと考えられる。 

   さらに、申立人が出国した後の平成 14 年４月に、申立人の出国前の期間を



含む平成 13 年度の国民年金保険料が納付されていることを踏まえると、申立

期間②の保険料についても同様に納付されていたと考えても不自然ではない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人はＡ市役所で厚生年金保険か

ら国民年金への切替手続を行ったとしているが、Ａ市において申立人の被保険

者名簿は存在しない。 

また、オンライン記録により、ⅰ）申立期間①に係る申立人の国民年金被保

険者の資格取得日が平成 10 年４月１日付けと記録されているにもかかわらず、

12年２月 21日の未適用者一覧表（最終）に申立人が記載されていること、ⅱ）

10年７月１日付けの同資格喪失について、13年 12月６日にその他の同資格得

喪記録と同時に追加整理されていることが確認できることから、10 年４月１

日付けの同資格取得についてもこれらの記録と同時に記録されたものと推認

でき、同資格が追加された時点では、申立期間①の国民年金保険料は、既に時

効により納付できない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成 12年 12月から 13 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



北海道国民年金 事案 2004 

 

第１ 委員会の結論                              

申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年７月から 59 年３月までの期間及び

60 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： ① 昭和 54年４月から 58年３月まで 

 ② 昭和 58年７月から 59年３月まで 

 ③ 昭和 60年１月から同年３月まで 

私は、Ａ信用金庫Ｂ支店の普通預金口座から振替により申立期間の国民年

金保険料を納付していた。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②及び③については、保険料申請免除期間であることが特殊台帳

（マイクロフィルム）に記録されているが、申立人は、「Ａ信用金庫Ｂ支店

の普通預金口座から振替により申立期間の国民年金保険料を納付してい

た。」と述べているところ、同信用金庫同支店から提出された「預金口座振

替依頼書」及び申立人名義の普通預金口座の「流動性取引明細一覧表」の写

しにより、ⅰ）昭和 58年 12月３日に、同支店の申立人名義の普通預金口座

から、申立人、その妻及び長男の３人分の国民年金保険料を口座振替により

納付するとの依頼がなされていること、ⅱ）同年同月６日に、当該預金口座

から国民年金保険料と推認できる金額１万 1,660円（当時の国民年金保険料

額の月額 5,830円の二人分）が口座振替により納付されていることが確認で

きる。 

また、申立人が当該「預金口座振替依頼書」で口座振替による国民年金保

険料の納付依頼を行った昭和 58年 12月及び 59年度においても、申立期間

②及び③は保険料の現年度納付が可能な期間であり、オンライン記録により、

申立期間②は申立人の妻及び長男が保険料の納付済期間、申立期間③は申立



人の妻が保険料の納付済期間で、申立人の長男が保険料の未納期間であるこ

とが確認できるところ、申立人名義の普通預金口座から振替により納付され

た保険料額を基に申立人、その妻及び長男に係る保険料納付月を特定するこ

とはできないものの、ⅰ）申立人について、申立期間②及び③の前後の期間

はいずれも保険料の納付済期間であること、ⅱ）申立人及びその妻の昭和

59年５月から同年 12月までの保険料が申立人名義の普通預金口座から口座

振替により納付されているものと推認できることから、申立人は、保険料申

請免除期間である申立期間②及び③の保険料についても口座振替により 58

年 12月６日に納付した可能性を否定できない。 

さらに、申立期間後について、申立人は、60 歳到達により国民年金被保

険者資格を喪失した前月までの国民年金保険料を全て納付していることが

確認できることから、申立人の保険料の納付意識は高かったものと考えられ、

申立期間②は９か月、申立期間③は３か月と短期間であることを考慮すると、

申立人は申立期間②及び③の保険料を口座振替又は納付書により納付して

いたものと考えても不自然ではない。 

２ 申立期間①について、申立人は、「Ｂ町役場で、過去 10年以内の国民年金

保険料免除期間の保険料を追納できると言われ、納付時期は定かではないが、

社会保険事務所（当時）の納付書によりＡ信用金庫Ｂ支店で国民年金保険料

免除期間の保険料を一括して納付した。その後、同信用金庫同支店の普通預

金口座から振替により保険料を納付する依頼を行った。」と主張していると

ころ、ⅰ）特殊台帳により、昭和 57年 12月 22日に、その時点で、10年を

経過し国民年金保険料の追納ができなくなる直前の 47年 12月から 51年３

月までの保険料免除期間について、申立人は保険料を追納している記録が確

認できること、ⅱ）既述のとおり、申立人は、保険料の追納を行った翌年の

58年 12月３日に、保険料の口座振替依頼を行ったことが確認できる。 

また、申立人が口座振替により国民年金保険料を納付していたとするＡ信

用金庫Ｂ支店の申立人名義の普通預金口座の「流動性取引明細一覧表」の写

しにより、申立期間①のうち、確認できる昭和 56年 10月から 58 年３月ま

での期間について、申立人の国民年金保険料が口座振替により納付された記

録は確認できない。 

さらに、申立期間①は 48 か月と長期間であり、申立期間①について、申

立人が保険料を納付した事実を確認できる資料（家計簿、確定申告書等）が

無く、ほかに保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 58年７月から 59 年３月までの期間及び 60年１月から同年３月までの

期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 2005 

 

第１ 委員会の結論                              

申立人は、申立期間のうち、昭和 63 年７月から平成元年７月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： ① 昭和 63年７月から平成元年７月まで 

            ② 平成元年 10月及び同年 11月 

            ③ 平成２年１月から同年３月まで 

    私は、平成２年７月頃、再就職に際し、姉から就職祝い金として約 40 万

円をもらったことから国民年金の加入手続を行い、国民健康保険料とそれま

で納付していなかった国民年金保険料をそれぞれ 15 万円くらいずつ納付し

たと記憶している。 

    その際、国民年金保険料については、遡って納付できる過去２年分の保険

料のうち、ある程度まとまった期間の保険料を納付した。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の同手帳記号番号の被保険者状

況調査等により、平成２年７月頃に払い出されたものと推認でき、その時点に

おいて、申立期間①、②、及び③の国民年金保険料は納付が可能であるととも

に、当該払出時期は申立人が申立期間の保険料を納付したとする時期と一致し

ている。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、申立人の姉からもら

った就職祝い金の約 40万円から納付したとしているところ、その姉から、「弟

が平成２年８月からＡ社に勤務するに当たり、『公のものから払いなさい。』と、

約 40 万円を渡しているので、国民年金保険料や健康保険料を払っているはず

である。」との証言を得ている。 



しかしながら、オンライン記録により、ⅰ）厚生年金保険被保険者期間と重

複して納付されていた平成３年６月の国民年金保険料が過誤納保険料となり、

同年９月６日に元年８月の保険料に充当処理されていること、ⅱ）当初は元年

８月の保険料として３年９月に納付されたものが、上述の充当保険料との重複

により、同年同月 13 日に元年９月の保険料に充当処理されたものであること

が確認できることから、これらの充当処理が行われた３年９月までは元年８月

及び９月は保険料の未納期間であり、申立人が平成２年７月にまとめて納付し

たとする保険料に当該期間以後の期間である申立期間②及び③の保険料が含

まれていたとは考え難い。 

また、申立人は、平成２年７月に納付した国民年金保険料額は約 15 万円く

らいであったとしているところ、過年度納付されている昭和 63 年４月から同

年６月までの期間、申立期間①及び平成２年７月 24 日に納付されたことが確

認できる同年４月から同年７月までの期間の国民年金保険料の合計額が 15 万

8,000円となることから、申立人が２年７月に納付したとする保険料は、申立

期間①を含むこれらの期間の保険料であったと推認される。 

さらに、申立期間②及び③の国民年金保険料については、時効完成前に過年

度納付書が発行されるところ、申立人は、「過年度保険料の納付書が送付され

たことは記憶にあるが、全て納付していたとする記憶はない。」としているこ

とを踏まえると、当該期間の保険料が過年度納付されていたとは考え難く、ほ

かに申立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 63 年７月から平成元年７月までの期間の国民年金保険料を納付していたも

のと認められる。 

 



 

北海道厚生年金 事案 3781 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険被保

険者資格喪失日に係る記録を昭和 23年 12月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を 3,300円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 23年 10月 31日から同年 12月１日まで 

昭和 22 年６月にＡ社に入社しＢ支店Ｃ出張所に勤務したが、申立期間に

係る厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

申立期間について、Ａ社Ｂ支店の所在地がＤ市からＥ市に移転した時期で

あるが、同社同支店Ｃ出張所に継続して勤務していたので、厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された職員カード、同社からの回答及び雇用保険の加入記録に

より、申立人は申立期間において同社Ｂ支店に継続して勤務し、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 23 年９月の社会保険事務

所(当時)の記録から、3,300円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日について昭和 23

年 12 月１日と届出を行うべきところ、誤って同年 10 月 31 日として届け出た

ことを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月及

び同年 11 月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当し

た場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年



 

金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 3782 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、申立人の主張する標準報酬月額で

あったと認められることから、申立人の平成８年５月から９年１月までの標準

報酬月額を 56万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

  住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年５月１日から９年２月 21日まで 

Ａ社には、Ｂ職として勤務し、Ｃ業務の仕事をしていた。 

給与の月額は退職月まで変わらなかったが、申立期間の厚生年金保険の標

準報酬月額が 56万円から 32万円に引き下げられているので、標準報酬月額

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間における標準報酬月額は、当初

56 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当し

なくなった平成９年２月 21 日以降の同年３月６日に、申立人を含む３人の標

準報酬月額の記録が遡って減額訂正されており、申立人については、８年５月

から９年１月までの期間が 32万円に訂正されていることが確認できる。 

一方、商業・法人登記簿謄本によると、申立人は当該事業所のＢ職であった

ことが確認できるが、上記の減額訂正は、当該事業所が地方裁判所から破産宣

告を受けた平成９年２月＊日の後のことであり、申立人が当該標準報酬月額の

遡及訂正処理に関与していたとは考え難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、当

該処理を遡って行う合理的な理由はなく、申立期間の標準報酬月額に係る有効

な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 56 万円に訂正すること

が必要と認められる。 

 

 



 

北海道厚生年金 事案 3783 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店におけ

る厚生年金保険被保険者資格喪失日に係る記録を昭和37年12月１日に訂正し、

申立期間①の標準報酬月額を１万円とすることが必要である。 

また、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社Ｄ営業所における厚生年金保険被保

険者資格喪失日に係る記録を昭和 46 年４月１日に訂正し、申立期間②の標準

報酬月額を５万 6,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間①及び②の厚生年金保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生  

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和37年11月21日から同年12月１日まで 

② 昭和46年３月30日から同年４月１日まで 

申立期間①は、Ａ社Ｅ支店に勤務していた。また、申立期間②は、同社Ｄ

営業所から同社Ｅ支店に転勤した時期である。いずれも継続して同社に勤務

しており、年金記録に空白期間が存在するのは、担当者による届出ミスであ

ると思われるので、両申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の被保険者記録、Ｂ社から提出された社員

名簿及び複数の同僚の供述により、申立人は申立期間①において、Ａ社Ｅ支

店に勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社Ｅ支店は、オンライン記録によると、昭和 37年 12月１日に厚

生年金保険の適用事業所となっており、申立人と同様に、同年 11月 21日に

同社Ｃ支店で同保険の被保険者資格を喪失し、同年 12 月１日に同社Ｅ支店

で同保険の被保険者資格を取得している者が 41人（申立人を含む。）確認で



 

きるところ、このうち 16 人が申立期間①以前から同社同支店で継続して勤

務していたと供述していることから、同社同支店に勤務する社員の厚生年金

保険については、申立期間①以前は同社Ｃ支店を適用事業所として加入させ

ていたものと推認できる。 

さらに、前述の同僚 16人のうち５人は、「申立期間①においては、給与か

ら厚生年金保険料が控除されていた。」と供述している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｃ支店に

おける昭和 37年 10月の社会保険事務所（当時）の記録から１万円とするこ

とが妥当である。 

２ 申立期間②について、雇用保険の被保険者記録、Ｂ社から提出された社員

名簿及び複数の同僚の供述により、申立人はＡ社に継続して勤務し（昭和

46年４月１日にＡ社Ｄ営業所から同社Ｅ支店に異動）、申立期間②に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｄ営業所

における昭和 46年２月の社会保険事務所の記録から５万 6,000円とするこ

とが妥当である。 

３ 申立期間①及び②の申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、事業主は同保険料を納付したか否かについては不明と

しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る届出を社会

保険事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



 

北海道厚生年金 事案 3784 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

厚生年金保険被保険者資格喪失日に係る記録を昭和 37年 12月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を１万 2,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和37年11月21日から同年12月１日まで 

申立期間は、Ａ社Ｄ支店に勤務していたのに、年金記録に空白期間が存在

するのは担当者による届出ミスであると思われるので、申立期間について、

厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、Ｂ社から提出された社員名簿及び複数の同僚の供

述により、申立人は申立期間において、Ａ社Ｄ支店に勤務していたことが認め

られる。 

また、Ａ社Ｄ支店は、オンライン記録によると、昭和 37年 12月１日に厚生

年金保険の適用事業所となっており、申立人と同様に、同年 11月 21日に同社

Ｃ支店で同保険の被保険者資格を喪失し、同年 12 月１日に同社Ｄ支店で同保

険の被保険者資格を取得している者が 41人（申立人を含む。）確認できるとこ

ろ、このうち 16 人が、申立期間以前から同社同支店で継続して勤務していた

と供述していることから、同社同支店に勤務する社員の厚生年金保険について

は、申立期間以前は同社Ｃ支店を適用事業所として加入させていたものと推認

できる。 

さらに、前述の同僚 16人のうち５人は、「申立期間においては、給与から厚

生年金保険料が控除されていた。」と供述している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立



 

人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｃ支店におけ

る昭和 37年 10月の社会保険事務所（当時）の記録から１万 2,000円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立期間の申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は同保険料を納付したか否かについては不明としており、

このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らか

でないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険

事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

見当たらないことから、行ったとは認められない。 



 

北海道厚生年金 事案 3785 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所(当時)に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張す

る標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を平

成 10 年６月から同年９月までは 32 万円、同年 10 月から 11 年５月までは 34

万円、同年６月から 12年４月までは 28万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

  住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年６月１日から 12年５月 26日まで 

申立期間当時の給料は 30 万ぐらいであったが、年金事務所の標準報酬月

額は９万 8,000円と記録されており、間違っているため訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、オンライン記録によると、平成 12年５月 26日に厚生年金保険の適

用事業所に該当しなくなっていることが確認できるところ、その後の同年６月

14日付けで、申立人の申立期間に係る標準報酬月額（平成 10年６月から同年

９月までは 32 万円、同年 10 月から 11 年５月までは 34 万円、同年６月から

12年４月までは 28万円）が、10年６月１日まで遡って９万 8,000円に減額訂

正されていることが確認できる上、同社の厚生年金保険被保険者であった二人

（申立人を除く。）についても同様に、当該処理日において標準報酬月額が遡

って減額訂正されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような処理を

行う合理的な理由は見当たらず、申立期間について、標準報酬月額に係る有効

な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け出た平成 10 年６月

から同年９月までは 32万円、同年 10月から 11年５月までは 34万円、同年６

月から 12年４月までは 28万円に訂正することが必要である。 



 

北海道厚生年金 事案 3786 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②のうち、昭和 63 年９月１日から平成２年３月１日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格（以

下「被保険者資格」という。）取得日に係る記録を昭和 63年９月１日、同資格

喪失日に係る記録を平成２年３月１日とし、当該期間の標準報酬月額を昭和

63年９月から平成元年９月までは 20万円、同年 10月から２年２月までは 30

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60年 12月 27日から 62年４月１日まで 

             ② 昭和 63年６月１日から平成２年３月１日まで 

   申立期間①は、Ｂ社（現在は、Ｃ社）でＤ業務に従事した期間であるが、

入社当初の年金記録が欠落している。 

   申立期間②は、Ａ社のＥ支店長として、Ｄ業務に従事した期間であるが、

同社の年金記録が無い。 

   両申立期間について、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②のうち、昭和 63 年９月１日から平成２年３月１日までの期間

について、申立人のＡ社に勤務するに至った具体的な供述及び複数の同僚の

供述から判断すると、申立人は、当該期間において同社Ｅ支店の支店長とし

て勤務していたことが推認できる。 

    また、Ｆ社では、「Ａ社の支店長には、正社員としての支店長とＧ職とし

ての支店長の二種類がある。正社員としての支店長は、同社本社で厚生年金

保険に加入させる取扱いであったが、Ｇ職としての支店長は、厚生年金保険

に加入させていなかった。部下が厚生年金保険に加入している場合は、上司



 

の支店長は、Ｇ職の支店長ではなく、正社員の支店長であったと考えられ

る。」と回答しているところ、申立人が当時の部下として名前を挙げた４人

は、当該期間中に厚生年金保険の加入記録が確認できることから、申立人は

正社員の支店長として勤務していたことが推認できる。 

    さらに、当該同僚４人のうち、既に死亡している一人を除く３人は、オン

ライン記録及び当該同僚の供述により、いずれも当該事業所に入社してから

約３か月後に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

    加えて、申立人は、申立期間②以前の期間において、当該事業所に３度勤

務したとしているところ、健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保

険者名簿」という。）によると、申立期間②を除くいずれの期間も、当該事

業所において被保険者資格を取得していることが確認できる。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、当該期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたものと認められる。 

    また、標準報酬月額については、申立人と年齢の近い同僚の記録から、昭

和 63 年９月から平成元年９月までは 20 万円、同年 10 月から２年２月まで

は 30万円とすることが妥当である。 

    なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、同保険料を納付したか否かについては不明としているが、

仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、

その後被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれ

の機会においても社会保険事務所（当時）が申立人に係る届出を記録してい

ないとは、通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険

事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る昭和 63 年９月から平成２年２月までの厚生年金保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該期間に

係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。     

  ２ 申立期間①について、複数の同僚の供述から判断すると、入社日の特定は

できないものの、申立人が申立期間①中においてＢ社で勤務していたことは

推認できる。 

    しかしながら、事業主は、「当時の資料を保存していないため、申立人の

勤務実態等については分からない。」と回答していることから、申立人の申

立期間①における勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確認する

ことができない。 

    また、申立人が、自身より先に当該事業所に入社したとする同僚は、被保

険者名簿により、申立人の被保険者資格取得日と同日である昭和 62 年４月

１日に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

    さらに、被保険者名簿において、被保険者資格が確認できる同僚７人につ



 

いて、自身が記憶する入社時期と被保険者資格取得時期の関係をみると、い

ずれも入社してから２か月から２年４か月後に被保険者資格を取得してお

り、従業員ごとに異なっていることが確認できる。 

    加えて、複数の同僚が、「Ｂ社では、Ｈ職は入社当初は業務委託契約とし、

厚生年金保険に加入させない取扱いであった。」と回答している。 

   その上、申立人の当該事業所における雇用保険の取得日は昭和 62 年４月

１日と記録されており、厚生年金保険の資格取得日と一致している。 

  ３ 申立期間②のうち、昭和 63 年６月１日から同年９月１日までの期間につ

いて、申立人のＡ社に勤務するに至った具体的な供述及び複数の同僚の供述

から判断すると、申立人が当該期間において同社Ｅ支店の支店長として勤務

していたことは推認できる。 

    しかしながら、オンライン記録によると、当該事業所は、平成 15 年 12

月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、Ｆ社では、「申立

人の申立期間②に係る資料を保存していない。」としていることから、申立

人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認することができな

い。 

    また、申立人が名前を挙げた同僚４人のうち、既に死亡している一人を除

く３人は、前述のとおり、オンライン記録及び当該同僚の供述によると、い

ずれも当該事業所に入社と同時に被保険者資格を取得しておらず、入社して

から約３か月後に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

  ４ このほか、申立人の申立期間①及び申立期間②のうち昭和 63 年６月１日

から同年９月１日までの期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立人の申立期間①及び申立期間②の

うち昭和 63 年６月１日から同年９月１日までの期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3787 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、事業主は、申立人の申立期間に係る賞与支払届を社会保険

事務所（当時）に届け出たと認められることから、当該記録を取り消し、申立

人の同社における申立期間の標準賞与額に係る記録を 10 万円とすることが必

要である。 

        

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 47年生  

住    所  ：  

          

    ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15年８月６日 

平成 15 年８月６日にＡ社から賞与が支給されたが、標準賞与に係る厚生

年金保険の記録が無い。同社は、事後訂正を行ったが、既に２年以上経過し

ていたため、厚生年金保険料を時効により納付できず、当該記録訂正は行わ

れたものの厚生年金保険の給付に反映されないので、厚生年金保険が給付さ

れるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された給料台帳の写しにより、申立人は、申立期間において、

賞与の支払いを受けていることが確認できる。 

一方、当該事業所から提出されたＢ厚生年金基金に届け出た「加入員賞与標

準給与支払届」により、申立人の申立期間における標準賞与額は 10 万円と確

認できるところ、当該事業所及び同基金では、「当該賞与に係る同基金への届

出様式は、複写式となっていた。」と回答していることから、申立人に係る標

準賞与額の届出を社会保険事務所(当時)に対し行っていたものと推認される。 

また、オンライン記録によると、申立人は、当該事業所において、平成 15

年７月 30 日に厚生年金被保険者資格を喪失し、同年８月４日に同資格を再取

得していることが確認できるところ、上記の「加入員賞与標準給与支払届」に

よれば、被保険者番号は、同年７月 30 日に同資格を喪失した際の被保険者番

号で届出されていたことが確認できる。このことについて、当該事業所を管轄



 

する年金事務所では、「厚生年金被保険者資格喪失後に賞与支払届が提出され

た場合は、オンライン記録により、被保険者番号の相違がないか、又は、喪失

後に別番号にて再取得を行っていないかを確認の上、事業所が誤って喪失した

被保険者番号にて届出があった場合、事後確認を行い、正しい被保険者番号に

て処理を行うことが可能であり、その確認をすべきであると考える。」と回答

しているものの、オンライン記録の処理年月日を確認すると、申立人の同年８

月４日における同資格取得日に係る処理については同年８月５日、当該事業所

の他の被保険者の標準賞与額の処理については同年９月３日と確認できるこ

とから、標準賞与額を処理する時点において社会保険事務所では、申立人に係

る被保険者番号を確認の上、訂正処理を行うことが可能であったと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間における賞与支払届に係る

社会保険事務所の事務処理は適切であったとは認められず、事業主は、申立人

の主張する申立期間の標準賞与額に係る届出を社会保険事務所に対し行った

ことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、当該事業所から提出された当

該賞与に係る給与台帳において確認できる賞与額から、10 万円とすることが

妥当である。 



 

北海道厚生年金 事案 3788 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち昭和 29年４月 27日から 30年５月 19日までの

期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格喪失日に係る

記録を同年５月 19日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 7,000 円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 29年４月 27日から 30年６月頃まで  

② 昭和 39年４月頃から 42年 12月頃まで 

    申立期間①は、Ａ社に勤務し、Ｂ業務に従事していた期間であるが、厚生

年金保険の加入記録が入社当初の１か月のみとなっている。 

申立期間②は、Ｃ社に勤務し、Ｄ業務に従事していた期間であるが、厚生

年金保険の加入記録が無い。 

両申立期間について、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、昭和 29年３月から 30年６月頃までＡ社

において、Ｂ業務に従事し、その間、厚生年金保険に加入していたとしてい

るが、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」

という。）の記録では、29 年４月 27 日に厚生年金保険被保険者資格（以下

「被保険者資格」という。）を喪失したものとされている。 

しかしながら、同僚から提出された昭和 29年５月 15日及び 30年５月 18

日に撮影されたと認められる集合写真には、申立期間①中に当該事業所に係

る被保険者資格が確認できる同僚と共に申立人が写っていることから、申立

人が申立期間①のうち、29年４月 27日から 30年５月 18日までの期間にお

いて、同社で勤務していたことが推認できる。 



 

また、被保険者名簿から、申立期間①及びその前後の期間に当該事業所に

おいて被保険者資格が確認できる同僚 14 人に照会し、回答を得られた８人

は、当時、当該事業所のＥ部に所属し、Ｂ業務に従事していた社員数につい

て、10人から 25人と回答しているところ、申立期間①において被保険者資

格が確認でき、複数の同僚の供述からＥ部に所属していたと考えられる社員

数は、18人から 21人となっていることから、当時、当該事業所では、Ｅ部

に所属する社員について、厚生年金保険に加入させる取扱いを行っていたと

考えられる。 

さらに、当時の事務担当者は、「Ａ社でＥ部の事務を担当していた。当時、

Ｅ部の社員のほとんどが厚生年金保険に加入していた。厚生年金保険に加入

していた社員の中に、途中で加入をやめた者はいなかった。」としている上、

複数の同僚は、「厚生年金保険の加入について希望を聞かれたことはなく、

在職中に被保険者資格を喪失させるような取扱いをしていなかった。在職中

は、給与から厚生年金保険料を控除されていた。」と供述している。 

加えて、上記事務担当者は、「申立人はＢ業務の仕事をしており、業務内

容及び勤務形態は変わらなかった。」としているところ、先述の同僚８人の

うち、Ｅ部に所属していたとする複数の同僚も、「Ａ社にはＥ部とＦ部があ

ったが、Ｅ部の社員がＦ部に異動することはなかった。また、従業員は皆、

正社員として勤務しており、途中で勤務形態が変わることはなかった。」と

供述している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は申立期間①のうち、昭和 29年４月 27日から 30年５月 19日までの期

間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと

認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、昭和 29 年３月の社会保険事

務所（当時）の記録から、7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は当時の資料が無いため不明であるとしているが、当該期間に

おいて行われるべき事業主による健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額

算定基礎届及びこれに基づく定時決定や事業主による申立てどおりの資格

喪失届などのいずれの機会においても、社会保険事務所が記録の処理を誤る

とは考え難いことから、事業主が昭和 29年４月 27日を厚生年金保険の被保

険者資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年４月から 30 年４月までの厚生年金保険料について納入の告知を行ってお

らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



 

２ 申立期間②について、雇用保険の被保険者記録及び申立人のＣ社における

従事業務に関する具体的な供述内容から判断すると、入社日及び退社日の特

定はできないものの、申立人が申立期間②に同社で勤務していたことは推認

できる。 

しかしながら、オンライン記録により、当該事業所は、平成４年４月１日

に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間②当時は適用事業所で

はなかったことが確認できる。 

また、当該事業所は、オンライン記録によると、平成 13年８月 31日に厚

生年金保険の適用事業所に該当しなくなっているほか、商業・法人登記簿謄

本によると、21年 10月＊日に破産している上、当時の事業主も既に死亡し

ていることから、申立人の申立期間②における勤務実態及び厚生年金保険の

適用状況について確認できない。 

さらに、雇用保険被保険者記録によると、申立人は、申立期間②の一部の

期間において、当該事業所以外の事業所で雇用保険被保険者資格を取得して

いることが確認できる。 

加えて、申立人は一緒に勤務していた同僚の名前を記憶していないため、

オンライン記録から当該事業所が厚生年金保険の適用事業所となった平成

４年４月１日に被保険者資格を取得した同僚に照会したところ、連絡が取れ

た同僚一人は、「Ｃ社に昭和 45年７月から勤務していた。私が入社した当時、

社員は皆、季節雇用のような雇用形態で、冬には職業安定所に一時金をもら

うための手続に行っていた。同社が平成４年４月に厚生年金保険の適用事業

所となるまでは、給与から厚生年金保険料を控除されていなかった。」と供

述している。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3789 

            

第１ 委員会の結論                              

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における厚生年金保険被

保険者資格喪失日に係る記録を平成元年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を 14万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

住 所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年 10月１日から同年 11月１日まで 

Ａ社Ｂ事業所で平成元年６月１日から同年10月31日まで勤務していたの

に、厚生年金保険被保険者資格喪失日の記録が同年 10月１日となっている

のはおかしいので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ事業所から提出された辞職発令書（写し）及び人事記録（写し）並び

に申立人から提出された在職証明書（写し）により、申立人は、申立期間にお

いて同事業所に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、当該事業所から提出された申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険

者資格喪失確認通知書（写し）によると、申立人の資格喪失日が平成元年 10

月１日と記載されていることが確認できるところ、当該事業所では、「人事記

録を確認したところ、申立人は平成元年 10 月 31日に離職し、同年 11月１日

が厚生年金保険の被保険者資格喪失日であることに間違いない。届出に間違い

があった。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の平成元年９月の社会保

険事務所（当時）の記録から、14万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履



 

行したか否かについては、事業主は厚生年金保険の被保険者資格喪失届の日付

を間違ったと回答しており、当該事業所が保存している、申立人の申立期間に

係る健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書における資格喪失日

が平成元年 10月１日となっていることから、事業主が平成元年 10月１日を資

格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月

の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



北海道国民年金 事案 2006 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 63 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 34年生  

        住    所  ：  

                  

    ２ 申立内容の要旨 

     申 立 期 間  ：  昭和 63年４月から同年９月まで 

私は、昭和 63年３月までＡ共済の被保険者であったが、同年 10月からＢ

市職員として働くことになり、その間は国民年金に加入し、国民年金保険料

を納付していた。そのことは、私の父親が作成してくれていた私の職歴メモ

に記載されているので、申立期間が国民年金保険料の未納期間にされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 63 年４月に国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を

納付していたと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後

の同手帳記号番号の被保険者状況調査等により、平成６年 10 月頃に払い出さ

れたものと推認でき、その時点で、申立期間は時効により保険料を納付できな

い期間である上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出され、申立期間

の保険料が納付されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金被保険者の資格記録は、Ｂ市が保管する申立人の国

民年金資格異動履歴詳細票により、平成６年 10月 14日に同資格取得日を昭和

63 年４月１日として処理されていることが確認できることから、申立期間当

時、申立人は国民年金に未加入であったものと推認でき、申立期間の国民年金

保険料納付書は申立人に交付されることはなく、当該期間の保険料を納付する

ことはできなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が所持する申立人の父親が作成したとする職歴メモによると、

申立人の申立期間に係る国民年金被保険者資格の得喪日は確認できるものの、

オンライン記録により、当該期間の同資格記録は、平成６年 10 月に追加処理

されていることが確認できることから、職歴メモに記載されている当該期間の



国民年金加入記録は、申立期間以降に追記されたものと推認でき、申立期間の

国民年金保険料を納付していたことを示す資料とは言い難い。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料が納付されて

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 2007 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年９月から 42年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37年９月から 42年３月まで 

       私は、会社を辞めた昭和 37 年９月頃に国民年金に加入し、夫と併せて国

民年金保険料を納付していたが、当時、夫は厚生年金保険にも加入し、国民

年金保険料を納付していたので、後日、重複納付として保険料が還付された

記憶があり、私の保険料と混同されたのではないかと思う。 

申立期間について、夫に国民年金保険料の納付記録があるのに、私の保険

料が未納とされていることに納得できない。  

          

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 37 年９月頃に国民年金の加入手続を行い、申立人の夫と併

せて国民年金保険料を納付したとするところ、申立人の国民年金手帳記号番号

は、その前後の同手帳記号番号の被保険者状況調査等により、43年 12月頃に

Ａ市で払い出されたものと推認でき、その時点で、申立期間の大部分は時効に

より保険料を納付することができない期間であるほか、当該期間において、申

立人に対し、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡も見当たらな

い。 

また、申立人が併せて国民年金保険料を納付していたとする申立人の夫は、

厚生年金保険に加入しながら昭和 36 年４月の制度発足当初から国民年金に加

入し、国民年金保険料を納付しており、ⅰ）36年５月から 38年７月までの期

間、ⅱ）42年９月から 43年 12月までの期間、ⅲ）44年４月から同年９月ま

での期間の各保険料を合わせた 49か月分を 45年５月 20日に還付されている

ことが特殊台帳から確認できるものの、申立人は申立期間当時、国民年金に未

加入であることから、申立人が述べる申立人の保険料と混同されていたとする

可能性は考え難い。 



さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料が納付されて

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 3790 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 平成元年２月 13日から 10年２月 16日まで 

② 平成 11年２月１日から 13年８月 16日まで 

申立期間①及び②は、いずれもＡ社においてＢ職として勤務していたが、

同社から実際に受けていた報酬月額と厚生年金保険の標準報酬月額の記録

が相違しており納得できない。 

申立期間①及び②の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②の標準報酬月額の相違について申し立てている

が、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これ

らの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することになる。 

申立期間①のうち平成元年２月から５年１月までの期間について、Ａ社は、

厚生年金保険料の控除額等を確認できる資料を保存していないと回答してお

り、申立人も給与支払明細書等を保有していないことから、申立人が主張する

標準報酬月額及び厚生年金保険料控除額について確認することができない上、

同社が保管する「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決

定通知書」、「被保険者報酬月額算定基礎届」及び「被保険者標準報酬改定通知

書」に記載されている申立人の標準報酬月額の記録は、オンライン記録と一致

しており、記載内容の不備及び標準報酬月額の遡及訂正等が行われた形跡は無

く、不自然さは見当たらない。 

また、申立期間①及び②のうち、平成５年２月から同年５月までの期間、同



 

年７月、同年 11 月、６年１月から同年５月までの期間、同年９月から７年３

月までの期間及び 11 年２月については、当該事業所が保管する給与台帳によ

る給与支給額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録で確認できる標準報酬

月額と一致しているか又は低い上、当該期間において事業主が源泉控除してい

たことが確認できる厚生年金保険料を当時の被保険者負担厚生年金保険料率

で除して求められる標準報酬月額についても、オンライン記録で確認できる同

期間の標準報酬月額と一致している。 

さらに、申立期間①及び②のうち、平成５年６月、同年８月から同年 10 月

までの期間、同年 12月、６年６月から同年８月までの期間、７年４月から 10

年１月までの期間及び 11年３月から 13年７月までの期間については、当該給

与台帳により、当該期間におけるオンライン記録の標準報酬月額を上回る額の

給与が支給されていたことが確認できるものの、当該期間において事業主が源

泉控除していたことが確認できる厚生年金保険料を当時の被保険者負担厚生

年金保険料率で除して求められる標準報酬月額は、オンライン記録で確認でき

る同期間の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3791 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 46年９月から 47年 12月１日まで 

申立期間は、Ａ市にあったＢ社でＣ職として勤務していたが、厚生年金保

険の加入記録が確認できない。給与から厚生年金保険料が控除されていた記

憶がある。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、申

立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業所名簿によると、Ａ市に所在したＢ社が厚生年金保険の適用事業所に該

当していた形跡は無く、商業・法人登記簿謄本の記録においても、同社が当該

地域に存在していたことは確認できない。 

 また、Ｄ省Ｅ局Ａ支局に照会したところ、「申立期間当時、Ｂ社にＦ業の許

可を与えた記録は無い。」と回答しているほか、Ａ地区Ｆ業協会に照会したも

のの、「当協会が保存している関連資料は昭和 60年以降のため、申立期間当

時のＢ社のことは不明である。」と回答しており、当該事業所に関する情報は

得られなかった。 

 さらに、申立人は、当該事業所の事業主及びＧ業務担当であったとする同事

業主の妻のいずれについても姓しか記憶していないため、個人を特定すること

ができない上、同僚についても名前を記憶していないことから、これらの者か

ら申立人の申立期間における勤務状況及び厚生年金保険の適用状況について

確認することはできない。 

 加えて、雇用保険の被保険者記録においても、申立人の当該事業所における

加入記録は無い。 

 このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら



 

ない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



 

北海道厚生年金 事案 3792 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年４月１日から 52年１月１日まで 

             ② 昭和 52年５月 17日から 58年２月１日まで 

申立期間①及び②は、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務し、毎月 25万円程度

の給与をもらっていたが、標準報酬月額が 25万円より低く記録されている

ので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社及び当時の事業主に照会したところ、「当時の関係資料が無く不明であ

る。また、当時の社会保険事務担当者も既に死亡しているため確認することが

できない。」と回答していることから、申立人の申立期間①及び②に係る報酬

月額及び厚生年金保険料の控除額について確認できる資料及び供述を得るこ

とはできない。 

   また、申立人が名前を挙げた同僚４人(上記事業主を除く。)のうち、生存及

び所在が確認できた３人に照会したところ、全員から回答を得られたものの、

このうち申立人が同じ業務をしていたとする同僚一人は、「申立人より先に勤

務していたが、私の給与額は昭和 50 年頃が 11 万 8,000 円、52 年頃が 15 万

円ぐらいであり、給与が 25 万円となったのは 57 年頃からであったと記憶し

ている。」と供述しているところ、オンライン記録により、当該同僚の当該事

業所における申立期間①及び②に係る標準報酬月額は、自身が記憶している

給与額とほぼ一致している上、申立人とほぼ同様に推移していることが確認

できることから、申立人に係る申立期間①及び②の標準報酬月額が、当該同

僚と比較して著しく低額であるという状況はみられない。 

   さらに、前述の回答が得られた３人のうち申立人が社会保険事務担当者であ

ったとする同僚一人は、「当時、私はＣ業務とＤ業務関係の業務に従事してい

たので、申立人の給与額及び厚生年金保険料控除額については分からない。」

と供述しているほか、申立人が一緒に勤務したとする残りの一人は、「当時の



 

私自身の給与額及び厚生年金保険料控除額については覚えていないし、申立

人の給与額及び厚生年金保険料控除額についても分からない。」と供述して

いることから、申立人の申立期間①及び②に係る報酬月額及び厚生年金保険

料控除額について確認できる供述を得ることはできない。 

加えて、当該事業所における申立人の申立期間①及び②に係る健康保険厚生

年金保険被保険者原票に記載された標準報酬月額は、オンライン記録と一致し

ている上、訂正等の不自然な点はみられない。 

   このほか、申立期間①及び②において、申立人が主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、両

申立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 3793 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生  

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和36年４月１日から39年５月１日まで 

② 昭和39年10月21日から41年３月16日まで 

③ 昭和41年４月１日から同年４月20日まで 

 厚生年金保険の加入期間を確認したところ、申立期間①から③までについ

ては脱退手当金を支給しているとの回答を受けた。 

 しかし、脱退手当金を請求したことも受給したことも無いので、全ての申

立期間について年金額に算入される厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間③（Ａ社）に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手

当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立

期間①から③までの脱退手当金は、支給額に計算上の誤りはないなど、一連の

事務処理に不自然さはうかがえない。 

 また、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、全ての

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3794 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

            

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 39年８月 10日から 40年８月 29日まで 

           ② 昭和 41年８月 10日から 48年１月１日まで 

 申立期間①及び②について厚生年金保険の加入期間を確認したところ、脱

退手当金を支給しているとの回答を受けた。 

 しかし、脱退手当金を請求したことも受給したことも無いので、両申立期

間について年金額に算入される厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間②（Ａ社）に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手

当金が支給されたことを意味する「脱退」の表示が記されているとともに、申

立期間①及び②の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無い上、申立期間②

に係る厚生年金保険の被保険者資格を喪失した日から約３か月後の昭和 48 年

３月 30 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

 また、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、両申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3795 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 30年４月 12日から 32年５月１日まで 

          ② 昭和 32年６月１日から 33年９月１日まで 

 日本年金機構から脱退手当金の支給について確認を求めるはがきを受け

取ったところ、申立期間①及び②について脱退手当金が支給済みとされてい

る。 

 しかし、申立期間②の後に勤務したＡ社における厚生年金保険被保険者期

間については、脱退手当金を自ら請求して受領したが、申立期間①及び②に

ついては脱退手当金を請求したことも受け取ったことも無いので、両申立期

間について年金額に算入される厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、「申立期間②の後に勤務したＡ社における厚生年金保険被保険者

期間については脱退手当金を受給したが、申立期間①及び②については脱退手

当金を受給していない。」と主張しているが、オンライン記録により、申立人

の脱退手当金は、申立期間①及び②並びに同社における被保険者期間を合わせ

て計算されていることが認められる。 

 また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、申立期間①及び②に係る記

録について社会保険庁（当時）から脱退手当金の裁定庁である社会保険事務所

（当時）に回答したことを意味する「回答」の表記が記されているとともに、

申立人の脱退手当金は、支給額に誤りは無い上、脱退手当金において最終事業

所とされているＡ社における厚生年金保険の被保険者資格を喪失した日から

約３か月後の昭和 37 年 10 月 22 日に支給決定されているなど、一連の事務処

理に不自然さはうかがえない。 



 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、両申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3796 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく船員保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年４月 23日から 48年１月 30日まで 

申立期間は、Ａ社に勤務し、昭和 41年４月から 44年 10月までは６万円

ぐらい、同年 11月から 46年 10月までは 10万円ぐらい、同年 11月から退

職するまでは 14万円ぐらいの給与額であったと思うが、年金事務所で記録

されている標準報酬月額が低く記録されているので、年金記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社における標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額

のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬

月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立人が所持する昭和 46 年３月分の給与支給明細票によると、申立人が主

張するとおり、報酬月額(14 万 2,856 円)に見合う標準報酬月額(13 万 4,000

円であり、当時の最高等級である。)は、事業主が社会保険事務所(当時)に届

け出た標準報酬月額(６万 4,000 円)よりも高額であることが確認できるもの

の、事業主が源泉控除していたと認められる船員保険料額(4,342円)に見合う

標準報酬月額（６万 4,000円）は、社会保険事務所に届け出た標準報酬月額(６

万 4,000円)と一致していることが確認できる。 

また、申立人が名前を挙げた同僚のうち申立期間中に船員保険被保険者資格

を取得した一人は、「私と申立人はＢ職であった。申立人はＣ職の資格を持っ

ていたと思うが、申立人の給料と私の給料が大きく違ったということはないと



 

思う。」と述べているところ、当該同僚の標準報酬月額の推移は、申立人の標

準報酬月額の推移と一致していることが、船員保険被保険者名簿により確認で

きる。 

さらに、船員保険被保険者名簿により、職務がＢ職と記載されている複数の

者の標準報酬月額は、申立人の標準報酬月額と同等に推移していることが確認

できることから、申立人に係る申立期間の標準報酬月額のみが、これらの者と

比較して低額であるという状況はみられない上、このうち生存及び所在が確認

できた３人に照会したところ、回答があった一人は、「申立人を知っているが、

給与や標準報酬月額については分からない。」と述べていることから、申立人

が、船員保険被保険者名簿の標準報酬月額に見合う船員保険料より高い保険料

を給与から控除されていたことをうかがわせる供述を得ることはできない。 

加えて、Ａ社は、オンライン記録により平成４年８月 25 日に船員保険の適

用事業所に該当しなくなっていることが確認できる上、当時の事業主に照会し

たものの、協力が得られないことから、申立人の申立てに係る事実を確認する

ことはできない。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく船員

保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく船員保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3797 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 10月から 42年４月まで 

申立期間はＡ社に勤務しており、月額で３万 4,000円から３万 5,000円の

給与が支払われていたと記憶している。 

申立期間に係る標準報酬月額の記録は、実際の給与額に見合った標準報酬

月額になっていないので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、Ａ社

に照会したところ、「当時の資料を保存していないため、申立人の標準報酬月

額に係る届出の状況及び厚生年金保険料の給与からの控除の状況は不明であ

る。」と回答しており、申立人の申立期間に係る報酬月額及び厚生年金保険料

の控除額について確認することができない。 

また、申立人が申立期間において当該事業所で一緒に勤務していたと記憶す

る者６人及び当該事業所の被保険者名簿により、申立期間において厚生年金保

険の被保険者であったことが確認できる７人の合計 13 人のうち、生存及び所

在が確認できた６人に照会したところ、５人から回答が得られたものの、申立

人の申立期間における報酬月額及び厚生年金保険料の控除額について確認で

きる供述は得ることはできなかった。 

さらに、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿

（以下「被保険者名簿」という。）を確認したところ、申立人の標準報酬月額

はオンライン記録の標準報酬月額と一致しており、遡って標準報酬月額の訂正

が行われた形跡も無い。 

加えて、オンライン記録により、申立人及び上述した同僚５人の申立期間に

係る標準報酬月額を確認したところ、申立人の標準報酬月額のみが低額である



 

という事情は見当たらない上、当該事業所の被保険者名簿によると、申立期間

において被保険者であったことが確認できる同年代で同じＢ職であった者の

標準報酬月額は１万 2,000円と記載されており、この記録は申立人の同記録に

比べると低額であることが確認できる。 

 このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく申立期間における厚生年

金保険料の給与からの控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3798 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年７月１日から 10年 10月 21日まで 

    平成３年８月１日からＡ社に勤務し、９年７月１日に同社から分割して設

立されたＢ社に移籍したが、両社の給与が年俸制であったことから、Ｂ社に

移籍後もＡ社で決定された報酬月額約 53 万円が引き続き支払われていたに

もかかわらず、年金記録では、申立期間の標準報酬月額が 38 万円とされて

いる。 

申立期間について適正な標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び実際に支給

されていたと認められる報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内

であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を標準報酬月額

として認定することとなる。 

申立人が保管する平成 10年度及び 11年度の市民税・県民税特別徴収税額の

決定通知書により、申立期間において事業主により支払われていたことが推認

できる報酬月額に見合う標準報酬月額（53 万円）は、オンライン記録で確認

できる標準報酬月額（38 万円）より高額であるものの、この一方で、申立期

間において事業主が源泉控除していたと認められる社会保険料額から推認で

きる厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額は 38 万円であり、この額は、オ

ンライン記録で確認できる標準報酬月額と一致している。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生



 

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3799 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生  

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 10月１日から 63年７月１日まで 

申立期間は、Ａ社Ｂ支店に正社員のＣ職として勤務し、47万円の給与が

支給されていたと記憶しているにもかかわらず、年金記録の標準報酬月額の

記録が昭和 61年 10月から 62年９月までは 34万円、同年 10月から 63年６

月までは 36万円となっている。 

申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、申立人の標準報酬月額は、昭和 61年 10月１日の標

準報酬月額の定時決定において同年７月１日現在の標準報酬月額から５等級 

引き下げられた後、62年 10月１日の定時決定において１等級、63年７月１日

の随時改定において４等級、それぞれ引き上げられたことが確認できる。 

しかしながら、Ａ社に照会したところ、「保存年限の経過により当時の資料

を既に廃棄しているため、申立人の標準報酬月額に係る届出の状況及び厚生年

金保険料の給与からの控除の状況については不明である。」と回答している。 

また、申立人は、申立期間においてＡ社Ｂ支店で一緒に勤務していたとして

上司一人及び同僚二人の計３人の名前を挙げているところ、オンライン記録に

より、申立人と同様に、昭和 61年 10月１日の標準報酬月額の定時決定におい

て同年７月１日現在の標準報酬等級から５等級引き下げられた後、62年 10月

１日の定時決定において１等級、63 年７月１日の随時改定において４等級、

それぞれ引き上げられたことが確認できる同僚一人は、「勤務成績によりＤ手

当が増減するため給与額に大きな変化があったことを記憶しているが、当時の

資料が残っていないため、当時の給与支給額及び厚生年金保険料控除額等につ

いては分からない。」と供述している上、名前を挙げた上司は既に死亡してお



 

り、また、残りの同僚一人も申立人が姓しか記憶していないため、個人を特定

することができないことから、これらの者からも申立人の申立てを裏付ける資

料及び供述を得ることができない。 

さらに、オンライン記録により、申立期間においてＡ社で厚生年金保険の被

保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確認できた者 11 人に照会し

たところ、回答が得られた５人のうち申立期間において同社Ｂ支店に勤務して

いたとする同僚は、申立人と同様、昭和 61年 10月１日の定時決定で標準報酬

月額が引き下げられた後、その後の 62年 10 月１日の定時決定及び 63年７月

１日の随時改定において同月額が引き上げられていることが確認できるとこ

ろ、同人は、「当時、基本給額は上昇していたが、Ｃ職であったため、勤務成

績に応じて変動する手当が支給されており、勤務成績の善し悪しにより給与支

給額が増減することがあった。しかし、当時の給与額を記憶しておらず、給与

明細書等も残っていない。」と供述しており、同人から、申立期間においてオ

ンライン記録で確認できる標準報酬月額を上回る報酬月額の支払いを受け、こ

れに見合う厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる供述は得ら

れなかった。 

加えて、申立人の申立期間における標準報酬月額は、前述のＡ社Ｂ支店での

勤務が確認できた同僚二人（名前を挙げた同僚一人を含む。）の標準報酬月額

と同額又はほぼ同額であることが確認でき、申立人の標準報酬月額のみが特に

低額であったとは認められない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、

このほか申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3800 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年２月１日から 47年８月 25日頃まで 

    昭和39年６月20日から47年８月25日頃まで、Ａ社に継続して勤務した。 

    厚生年金保険の被保険者資格喪失日が昭和 41 年２月１日となっているの

で、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「Ａ社に昭和 39年６月 20 日に入社し、申立期間も継続して同社

に勤務した。」と主張している。 

   しかしながら、オンライン記録によると、当該事業所は平成９年８月１日に

厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、事業主は、「資料が無

いため、当時の状況については分からない。」と回答していることから、申立

人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確認す

ることができない。 

   また、申立人が名前を挙げた同僚及び当該事業所に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）から、申立期間及びその前

後の期間において、厚生年金保険の被保険者資格が確認できる同僚 14 人に照

会し、８人から回答を得られたものの、このうち申立期間中に同被保険者資格

を取得している同僚５人は、いずれも申立人を記憶していないことから、申立

人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認する

ことができない。 

   さらに、回答を得られた同僚８人のうち申立人を記憶している３人は、被保

険者名簿によると、申立期間中に当該事業所に係る厚生年金保険被保険者資格

を喪失していることが確認できる上、これらの同僚から、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険料の控除等をうかがわせる供述は得られなかった。 

   加えて、雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、申立期間中の一部の

期間において、当該事業所以外の事業所で同被保険者資格を取得していること



 

が確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3801 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 48年４月１日から同年５月１日まで 

             ② 昭和 48年７月１日から 51年４月１日まで 

Ａ町役場で昭和 48年４月１日から 51年３月 31日まで勤務していたが、

厚生年金保険の被保険者記録が 48 年５月１日から同年７月１日までとなっ

ており、申立期間①及び②の記録が無いのはおかしいので、記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由    

申立人は、「申立期間①及び②当時、Ａ町内にあるＢ社のＣ職から、同町に

係る国民年金保険料のＤ業務を紹介され、同町役場において勤務していた。」

と主張している。 

しかしながら、Ａ町役場では、「申立期間①及び②当時の資料について、保

存期間経過のため破棄しており、提出することはできない。いろいろ調べてみ

たが、当時の資料が無いため、何も分からない状態である。」と回答している

ことから、申立人の申立期間①及び②に係る勤務状況及び厚生年金保険の適用

状況について確認できない。 

また、申立人は、上記Ｂ社のＣ職並びに申立期間①及び②当時の同僚の名前

を記憶していないことから、オンライン記録により申立期間①及び②当時、Ａ

町役場において厚生年金保険の被保険者資格が確認できる 15 人に照会したと

ころ、５人から回答が得られたものの、いずれの者からも、申立人の申立内容

に係る供述を得ることができなかった。 

さらに、申立期間①及び②について、申立人が厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立

人も、同保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶がない。 



 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3802 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年６月 23日から 50年６月 26日まで 

年金記録にある標準報酬月額５万 2,000円は、当時支給されていた給与月

額と比べると低い。当時住んでいたマンションの家賃として月３万円支払っ

ており、生活費を含めると給与支給額はもっと多かった。また、年金記録に

ある標準報酬月額の上がり方も不自然である。 

年金記録を訂正してもらいたい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「年金記録の標準報酬月額５万 2,000 円は、マンションの家賃３

万円を支払うと、残金は生活費として少なすぎるので、給与支給額はもっと多

かった。」と主張している。 

しかしながら、Ａ社は、昭和 63年１月 26日に厚生年金保険の適用事業所に

該当しなくなっており、当時の事業主も既に死亡していることから、申立人に

係る申立期間の給与の支払い状況及び厚生年金保険料の源泉控除に係る関連

資料並びに供述を得ることができない。 

また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンライン

記録により、申立期間において同保険被保険者記録が確認できる同僚のうち、

生存及び所在が確認できた７人に照会したところ、５人から回答を得たものの、

申立人の申立内容に係る関連資料及び供述を得ることができなかった。 

さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンライ

ン記録によると、申立期間に係る申立人の標準報酬月額の記録が遡って訂正さ

れた形跡は認められない上、申立人と同時期に厚生年金保険被保険者資格を取

得していることが確認できる８人のうち、申立人と同年齢の同僚一人の標準報

酬月額は申立人と同額であり、標準報酬月額の推移も同傾向にあるほか、残る



 

７人の標準報酬月額について、年齢によりその金額は異なるものの、その推移

は申立人と同傾向であることから、申立人の標準報酬月額のみが同僚の取扱い

と異なり低額であるという事情は見当たらない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が給与か

ら控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


